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１　はじめに

日本の人口は平成 27 年国勢調査において大

正９年の調査開始以来，初めての減少となった。

全国 1,719 市町村のうち，８割以上である 1,419

市町村で人口が減少しており，いよいよ本格的

な人口減少社会に突入した。国立社会保障・人

口問題研究所が平成 29 年４月に公表した日本

の将来人口推計によると，今後日本の人口は，

2045 年に１億 600 万人まで減少するものと推

計されている。

宇都宮市（以下「本市」という）においては平

成 27 年の国勢調査時点で，人口が 518,594 人

（前回差 6,855 人の増加）であり，平成 30 年（１

月１日時点）には，520,407 人まで増加した。そ

の後減少に転じ，平成 31 年（１月１日時点）には，

520,157 人となった。

平成 30 年３月に策定した本市の第６次総合

計画では，本市の人口は平成 30 年にピークを

迎え，以後減少していくものと見込んでおり，

ほぼ見込みどおりに推移しているといえる。

本稿では，本市の中期的な人口動態の推移を

ふまえながら，平成 30 年に人口が減少した要

因の分析を行い，今後の展望について考察を

行った。

２　人口減少の要因

人口動態は，出生と死亡の動きによる「自然

動態」と，転入と転出の動きによる「社会動態」

の２つにわけることができる。本稿では，出生

数が死亡数を上回ることを「自然増加」，出生

数が死亡数を下回ることを「自然減少」と表し，

転入数が転出数を上回ることを「社会増加」，

転入数が転出数を下回ることを「社会減少」と

表す。

年間の自然動態，社会動態および人口の推移

をみると（図１），自然動態は平成 28 年に減少

に転じて以降，減少幅が年々拡大している。社

会動態は一貫して増加で推移しているが，平成

30 年に増加幅が縮小し，社会増加数が自然減少

数を下回ったことで，人口動態が減少に転じた。

次に，本市の月別の人口動態について過去３

か年の推移をみると（図２），本市の人口は，転

勤や進学，就職などに伴う社会動態の影響によ

り，３月に大きく減少する一方，４月に大きく

増加するという特徴がみられる。５月以降は増

加傾向で推移し，例年は年間の累計で人口増加

を維持していた。

しかし，平成 30 年は３月の社会減少数と 12

月の自然減少数・社会減少数が例年よりも大き

くなり，この影響により年間の人口動態が減少

に転じたと考えられる。

図１　本市人口動態の推移（年間増減）

本市「毎月人口調査」データから作成

図２　本市人口動態の推移（月間増減）

本市「毎月人口調査」データから作成
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３　自然動態

(1) 自然動態の概況

本市の自然動態は出生数が減少傾向，死亡数

は増加傾向で推移しており，平成 28 年以降自

然減少に転じた（図３）。平成 30 年の出生数は

10 年前の 5,167 人から 810 人減少しており，死

亡数は 10 年前の 3,901 人から 887 人増加した。

(2) 年齢５歳階級別女性人口および出生数

出生数に関連する，15 ～ 49 歳の年齢５歳階

級別女性人口と出生数の推移をみると，女性人

口が最も多い世代は，昭和 46 ～ 49 年生まれの

第２次ベビーブーム世代であり，その加齢に応

じて年齢階級ごとの出生数ピークが動いている

（図４，５）。

また，20歳代の出生数が減少傾向にあるのに対

して，30歳代の出生数は増加傾向にあり，平成15

年に 20～24歳と35～39歳，25～29歳と30～

34歳の出生数がそれぞれ逆転している。

(3) 第１子，第２子別の出生数

第１子，第２子別の出生数は，ともに減少傾

向にあり少産化の進行が確認できる（図６）。第

１子と第２子を比較すると，第２子の減少幅が

若干大きい。また，第２子の推移には増加した

期間が２回あるが，これは第２次ベビーブーム

世代の影響によるものと推察され，今後，第２

子以降の出生数がさらに減少する可能性が考え

られる。

(4) 婚姻件数および平均初婚年齢

本市の婚姻件数は平成 19 年および平成 20 年

に一時的に上昇したが，全体的には減少傾向に

ある（図７）。また，婚姻件数の減少とともに平

均初婚年齢は夫・妻ともに上昇傾向にある。

日本においては非嫡出子の出生がきわめて少

ないことから，晩婚化に伴う婚姻数の減少は，

出生数減少の一因になっていると推察できる。

図３　本市自然動態の推移

本市「毎月人口調査」データから作成

図４　本市年齢５歳階級別女性人口の推移（15～49歳）

本市「毎月人口調査」データから作成

図５　本市年齢５歳階級別出生数の推移（15～49歳）

栃木県保健統計年報から作成

図６　本市第１子，第２子別出生数の推移

栃木県保健統計年報から作成



●庁内研究活動報告

85 市政研究うつのみや　第15号
2019. 3

４　社会動態

(1) 社会動態の概況

本市の社会動態は増加傾向で推移しているも

のの，増加幅は年々縮小傾向にある。日本人・

外国人に分けてみると，日本人の社会動態は平

成 27 年から増加幅が縮小し，平成 30 年に減少

に転じた。外国人の社会動態は一貫して増加傾

向で推移しており，本市の社会動態は外国人に

よって支えられているといえる（図８）。

日本人の転入数・転出数を男女別にみてみる

と，男女ともに転入数が減少傾向にあるのに対

して，転出数は増加傾向にある。平成 27 年か

ら転入・転出の差が縮小傾向にあり，平成 30

年に日本人女性の転出数が転入数を上回った

（図９）。

外国人の転入数・転出数について男女別にみ

ると，男女ともに転入数・転出数それぞれで増

加傾向にある。一貫して社会増加を維持してい

るが，平成 30 年における外国人女性の転入数

が前年と比較して減少しているので，今後の動

向を注視する必要がある。（図 10）

(2) 日本人女性の年齢５歳階級別社会増減

平成 30年に社会減少に転じた，日本人の女性に

着目して，年齢５歳階級別の社会動態について経

年の推移をみてみる（表１）。

日本人女性の社会動態は平成 30 年に 224人の

社会減少であり，平成 29 年と比較すると30～39

歳の減少幅が拡大した。また，平成 30年は０～９

歳の減少幅も拡大しており，これは30歳代と同一

の動きをしていることから，30歳代の親と０～９歳

の子からなる世帯が本市から転出しているもの

と推察できる。

図７　本市婚姻件数・平均初婚年齢の推移

栃木県保健統計年報から作成
図９　本市日本人の転入・転出数

本市「毎月人口調査」データから作成

図10　本市外国人の転入・転出数

本市「毎月人口調査」データから作成

図８　本市社会動態の推移

本市「毎月人口調査」データから作成
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(3)40 歳未満の日本人女性の転入元・転出先

次に平成 25 ～ 30 年の，40 歳未満の日本人

女性の転入元・転出先別の社会動態についてみ

てみる（図 11）。　　　

栃木県内他市町との社会動態については社会

増加が続いているものの，増加幅は縮小傾向に

ある。また，東京圏1との社会動態については

社会減少が続いており，減少幅は平成 27 年以

降横ばいに推移していたが，平成 30 年に社会

減少数が平成 25 年以降では最大となった。

平成 30 年に，日本人女性の社会動態が減少

に転じた要因は，栃木県内他市町からの転入数

が減少し，東京圏への転出数が増加したためと

考えられる。

５　まとめ

本市の平成 30 年の人口動態は，自然減少数

が社会増加数を上回り，減少に転じた。

自然動態の減少幅が拡大した背景として，晩

婚化・晩産化による 20 歳代女性の出生率低下

と，20 ～ 30 歳代の人口が，第２次ベビーブー

ム世代が20～30歳代だった頃をピークに，年々

減少している「人口構造の変化」による出生数

の減少傾向，高齢者人口の増加の影響などによ

る死亡数の増加傾向があげられる。これによっ

て出生数と死亡数の差は拡大傾向にある。

社会動態の増加幅が縮小した背景には，日本

人の社会減少による影響があり，特に日本人女

性が平成 30 年に社会減少に転じたことがあげ

られる。年代別にみると，０～９歳および，30

歳代の日本人女性の社会減少幅が拡大したこと

から，親と子からなる世帯が本市から流出した

可能性が考えられる。

また，40 歳未満の日本人女性の転入元・転出

先別に社会動態をみると，栃木県内他市町との

間で増加幅が縮小傾向にあることと，平成 30

年に東京圏との間で減少幅が拡大したことがわ

かった。

本稿では，本市の平成 30 年の人口減少につ

いて要因を把握したが，この傾向が継続するか

否か，今後の経過を注視する必要がある。人口

増加の時代から人口減少への転換点を迎えた，

本市の人口動態について，引き続き観察と分析

を続けていきたい。

表１　本市日本人女性年齢５歳階級別社会動態

本市「毎月人口調査」データから作成

図11　本市日本人女性（40歳未満）の地域別社会動態の推移

本市「毎月人口調査」データから作成

1 東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県を指す。


